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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

２

８つの重点目標

合計 10.00 104,029 7,802 111,831

ＩＣＴ活用工事推進事業費

公共事業等監理諸費

（人） （補正前） （11月補正） （補正後）
No 令和２年度　実施内容（予定）

職員数 令和２年度
細事業名

104,029

・設計等で３次元データを扱うための機器や監督業務を遠隔で行
　うためのネットワーク環境を整備

0.24 0 7,802 7,802

・長野県公共事業評価監視委員会、工事事務管理システム等運
  用管理業務、土木職員研修等

9.76 104,029 0

補正により取り組む

事業内容

　公共工事における生産性の向上や現場での感染リスクの軽減を図るため、設計等で３次元データを扱うための機器
や監督業務を遠隔で行うためのネットワーク環境を整備

成果指標
設定理由

公共工事の入札・契約は、日時を定めて行っているものであり、システム障害の発生により定められた日時に入札・契約手続きを完了できな
い場合は、受発注者双方にとって影響が大きいため。

 概算人件費 （Ｃ） 82,180 82,180 82,180

 概算事業費（B（A）+C） 157,544

R元年度 ２年度 ２補正後 指標及びその達成状況

111,831

10.00 10.00

① システム障害発生数 1件 0件 0件

75,364

　その他 76,521 91,034 91,034

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

188,344 194,011

10.00

予
算
額 補正予算 5,667

合計（A) 87,705 106,164

目指す姿

・（公共事業評価）：公共事業評価等を通じ、実施過程の透明性を確保しつつ、真に必要な事業の効果的・効率的な実施を図る。
・（システム関係）：入札及び契約事務の効率化により事務量の低減と事務手続きの適正化を図る。
・（土木職員研修）：土木職員の資質向上を図る。

（主な実施内容：長野県公共事業評価監視委員会運営、工事事務管理システム運用管理業務、土木職員研修等　　など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 11,184 15,130 12,995

　国庫支出金 7,802

　県　債

当初予算 87,705 106,164 106,164 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 30年度末

元年度末
（見込）

令和２年度前年度繰越

部局 建設部

2-5 地域に根差した産業の振興

課・室 技術管理室

実施期間 E-mail

事業番号 11 02 01 事業改善シート （令和２年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・（公共事業評価）：対象となる公共事業の評価を実施。また、第三者委員会である「長野県公共事業評
  価監視委員会」に県の評価に対して意見を求める。
・（システム関係）：入札及び契約事務の効率化による事務量の低減と事務手続きの適正化を図るため、
　電子入札システム等のシステムを導入している。
・（土木職員研修）：土木行政（公共事業）に精通している研修機関に土木職員を派遣し、必要な知識や
　技術の取得を図っている。

令和２年度
補正後額

111,831 千円

職員数 10.00 人

gijukan@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 公共事業等監理諸費
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

11 02 01

30年度 元年度

監理諸費 長野県公共事業評価監視委員会
直
接

対象となる公共事業の評価を実施。また、第三者委員会
である「長野県公共事業評価監視委員会」に県の評価に
対して意見を求める。

　 1,669 1,717 1,660 1,660 -57

監理諸費 長野県総合評価技術委員会
直
接

総合評価落札方式の入札案件について評価項目の内容、
配点等について学識経験者で組織される「長野県総合評
価技術委員会」で審議

　 218 220 220 220

監理諸費 建設副産物情報交換システム
委
託

再生資源利用（促進）計画書等の作成
建設副産物実態調査へのデータ入力

　 0 6 0 0

監理諸費 発注者支援データベースシステム
委
託

入札要件の設定に際し重要となる該当業者数を適切に提
供する。また、工事（業務）実績や技術者など事務処理
上必要な情報を適宜適切に提供する。

　 54 54 51 51

監理諸費
工事事務管理システム運用管理業
務

委
託

データ及びプログラムメンテナンス、データバックアッ
プ、セキュリティー管理、システム障害対応、改修等

　 1,827 1,254 2,002 2,002

監理諸費 電子入札システム運用支援業務
委
託

データ及びプログラムメンテナンス、データバックアッ
プ、セキュリティー管理、システム障害対応等

　 3,416 3,745 8,044 8,044

監理諸費 設計積算システム維持管理業務
委
託

データ及びプログラムメンテナンス、データバックアッ
プ、セキュリティー管理、システム障害対応等

　 56,980 57,030 59,870 59,870

監理諸費 電子納品対応システム
委
託

公共工事等における各段階（調査、設計、工事等）の成
果品を電子的に格納し、格納したものの確認、共有、再
利用を効率的に行う。

　 0 0 3,061 3,061

監理諸費 建設資材価格調査業務
委
託

・実勢価格定期調査 1式
・個別単価特別調査 1式

　 10,000 12,400 16,000 16,000

監理諸費 土木職員研修
負
担
金

長野県建設技術センター主催研修への職員派遣（193
名）、国土交通大学校主催研修への職員派遣（23名）

　 3,770 3,217 3,061 3,061 -463

監理諸費 その他管理経費
直
接

保険料本人負担分立替費、道路公社団体職員共済組合負
担金、協議会負担金等

　 8,039 8,062 8,965 12,195 -1,615

ＩＣＴ活用工事推進事業費 ＩＣＴ活用工事推進事業
直
接

設計等で３次元データを扱うための機器や監督業務を遠
隔で行うためのネットワーク環境を整備

　 0 0 0 0 7,802

　

　

　

　

85,973 87,705 102,934 106,164 5,667 0
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令和２年度

当初
(千円)

当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

技術管理室
□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

令和２年度　実施内容 令和２年度　実施内容（実績）
２年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 公共事業等監理諸費 部局 建設部 課・室


